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第１章 

「協働・協治」の実現に向けた課題と新たな公共プロジェクト 
 

 

「協働・協治」の実現には、多くの課題がありました。 

○ 少数の区民しか、地域での活動やつながりに参加していません。 

○ 多彩な経験や意欲のある区民が多いにもかかわらず、地域との接点が少なく、一緒に動きだ
す仲間とのつながりもないため、その力を地域で活かせていません。 

○ 民間に地域課題の解決を委託することで、直面する課題を一時的に減らすことは可能ですが、
それだけでは「協働・協治」に必要な地域の課題対応力を高めることはできません。 

 

３年間の「新たな公共プロジェクト」の取組により、改めて「協働・協治」を実現するための課
題と「新たな公共プロジェクト」が果たすべき役割を確認・整理しました。 

 

１ 地域活動参加の土壌の弱さ 
「協働・協治」の前提となるものは、幅広い区民の担い手が地域課題の解決のために“自ら参画

しようとする風土”です。しかし、現在の文京区では、地域とのつながりを持つ方が少なく、地域
課題の解決への関心も高くない傾向があります。 

「文京区政に関する世論調査」（平成 27 年度調査）では、「協働・協治」についての設問を設
けており、図１では「区内で参加している団体・組織・グループ」について示しています。 

全体では、「参加していない」が 64.5%を占めており、参加しているものでは「町会・自治会」
が 23.7%で最も多く、「個人的なグループ・サークル」「ボランティア団体」「NPO 法人」はい
ずれも１割未満となっています。世代別に見ると、20 代から 50 代ではおおよそ６割以上の方が
「参加していない」と回答しています。 

 

    
 

図 1  参加している団体・組織・グループ 
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また、図２では、「今後、さらに力を入れてほしい区の施策」を示しており、「コミュニティ
振興施策」（3.8%）、「NPO・ボランティア振興施策」（2.1%）と、地域活動に対する区民の関
心が低いこともわかります。 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  図 2 今後、さらに力を入れてほしい区の施策 

その一方で、図３の示す「今後参加してみたい地域活動」では、「町内会などの地域活動」
（16.1%）以上に、「文化・芸術活動」（30.5%）、「スポーツ活動」（20.1%）、「国際交流
（協力）活動」（18.9%）等に多世代から強い関心が持たれています。「活動やつながりに関心を
持っているが、実際には参加していてない人」が区内に多数いるという実態が見られます。 

区がコミュニティ振興や NPO・ボランティア振興等に力を入れることに対して、区民の期待が
高まっていない状態では、区と区民が「協働・協治」に向かうことへの認識がまだできていない
と考えます。「協働・協治」による豊かな地域づくりを目指すには、“区民と地域の接点となる場
をつくり、区民が地域課題や活動実践者を知り、地域課題の解決に参加しようとする土壌づくり
から始めること”が必要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  図 3 今後参加してみたい地域活動 
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 ２ 複雑化する地域課題と協働のあり方の変化 
地域社会を取り巻く状況は、急速な少子高齢社会、地域コミュニティの希薄化、環境問題等、

多くの課題が生じており、区民の生活スタイルやニーズもますます多様化しています。 

そのような状況で、社会課題も多様な要素が影響しあう「複雑な問題」となってきています。 

例えば、社会課題の一つである「産後うつ」は、妊産婦の自殺者が 23区で 10年間に 63人もい
たことから、緊急を要する課題の一つです 3。しかし、「産後うつ」の原因は、出産前後の女性の
ホルモンバランスの変化という身体の問題、家族構成の状況や夫婦のパートナーシップという家
族の問題、女性と仕事の関係、子供時代からの経験や教育、地域コミュニティの弱さ、社会全体
でのストレスの増大など社会の状況など多岐にわたる問題が絡み合って生じていると考えられま
す。また、「産後うつ」の影響は、夫婦や家族の関係、家計、子どもへの虐待等も多面的に生じ
ます。このような課題は「健康診断を充実する」「相談員を増やす」といった画一的な施策で対
応しても、解決するとは言えません。 

このような多面的な要素が絡み合う複雑な問題に対応するには、協働のあり方の前提も変化し
ていく必要があります。 

 
これまでの官民連携は、民間の経営手法を公的部門に応用し、公的部門の運営の合理化を図る

「New Public Management（NPM）」を目的として実施されることが多くありました。NPMは、民
営化や市場化テスト、アウトソーシング促進、官民連携推進などにより、行政組織の効果的・効
率的な運営を目指すものです。 

その文脈に基づいて、行政と民間の協働についても、従来の行政の取り組みで効率が良くない
部分を民間にアウトソースすることで、行政よりも費用対効果よく行うことが成果だという考え
方が広く根付いてきました。しかし、この考え方の前提には、“行政が地域課題や取り組むべき解
決策を明確にできている”ことがあります。例えば、図書館の運営を考えてみると、図書館業務の
内容、住民のニーズや期待も明確になっています。そこに基づけば、運営の効率化、業務時間の
延長、ニーズに応じた新しいサービスの追加など、効果や効率を高める施策と区の担当部署を明
確にできます。そして、区は事前に月間利用者数などの成果目標を定めることができ、民間事業
者も成果への達成方法を事前に明確にした提案ができます。こうした状況の時には、指定管理制
度などを通して民間事業者に業務委託をすることができます。このように、事前に行政の中の一
つの部署と民間の担い手が、１対１で課題と成果を事前に設定して、アウトソーシングの発想で
委託ができるものは「事業成果の重視型」の協働と呼ぶことができます。 

このような「事業成果の重視型」の協働は、現在もこれからも必要とされます。しかし、先ほ
どの「産後うつ」の問題を例として考えたような、理由も影響も多岐にわたる要素が絡み合い、
原因や影響を一つには同定できない“複雑な問題”に対しては、何が課題でどの部署が担当するの
か、どの解決法が有効で、どう評価すべきかということ自体を明確すること自体が困難になって
きています。そのような問題に対しては、区の複数部署、多様な専門家、課題の現場にいる区民
等、様々な経験のある方たちが知恵を持ち寄り、表面化した課題の背景にある構造や人々の考え
方にまで視野を広げて、解決方法のアイデアを出し合い、“真の課題と解決のあり方を模索してい
くプロセス”が大切になります。これは「協働プロセスの重視型」の協働と呼ぶことができます。 

                                                 
3   「東京都２３区の妊産婦 の異常死の実態調査」（順天堂大学 竹田省、東京都監察医務院. 引地和歌子、福永龍繁  2005～2014 年実施）による。 
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「協働プロセスの重視型」の協働は、行政も担い手も、それぞれの背景にある文化や考え方の
違いについて、対話を通して理解し合い、相手の考え方を取り入れ、自分たちを変容させながら
進めていかなければ実現できません。行政には、公共の中心は行政であるという考え方や動き方
に基づく“行政への市民参加”という考え方から、市民の活動に行政が参加していく“市民活動への
行政参加”の考え方へ発想の転換が求められます。そこでは“行政の効率化”以上に、複雑な課題に
地域が対応できることを促す“新しい行政の役割”を探ることが重要な目的となるのです。 

「事業成果の重視型」の協働と「協働プロセスの重視型」の協働という２つのアプローチが存
在する中で、複雑化・多様化する社会課題が増加する状況においては、今後「協働プロセスの重
視型」の協働によって“地域の課題対応力”を総合的に高めていくような方法論を確立していく必
要があります。ただし、後者の取組はまだ新しく、2010 年代に入ってから世界的に“コレクティ
ブ・インパクト 4”という考え方として検討が始まったばかりです。どのような進め方が効果的な
のか、協働のあり方自体の模索が必要とされています。 

そこで、「新たな公共プロジェクト」では、現状の複雑な問題への対応の新しい解決策を模索
するために、また、これから５年、10 年先を見通して地域の課題対応力を高めるために、「協働
プロセスの重視型」の協働に踏み込んで、本格的に取り組みました。 

 

３ 「事業成果の重視型」の協働における課題 
これまでの行政と民間との協働で一般的であった「事業成果の重視型」の協働では、「行政の

定めた課題に取り組む団体に対して助成する（助成）」「行政が民間の提案事業を選考し補助す
る（補助）」「行政の業務の費用対効果を高めるために、業務委託又は指定管理者の活用（委
託・指定管理者制度）」という形式で実施されてきました。この形式は、課題や業務内容、成果
を明確に設定しやすく、短期間で成果を評価することができます。ただし、「行政が資金を提供
し、事前に決められた仕様に則って民間は活動をする」という考え方に行政も民間も陥りやすく、
「NPO の行政下請け化」と言われるような社会課題にもなっています。また、「事業成果の重視
型」の協働では、協働の実施期間に定められた枠組みのサービスを効率的に提供することが重視
されるため、地域との接点はサービス提供のみとなりがちで、実施期間後も見据えた長期的な視
点からの区民とサービス提供者の相互理解や協力関係を深めるパートナーシップ構築は重視され
てきませんでした。つまり、投入した資金は事業に使われますが、長期的な視点に立った「地域
の課題の対応力向上」につながるような地域の方たちの学びやつながりに使われにくいものにな
ります。その結果、地域課題に対応し続けるためには、行政は民間に資金を投入し続ける必要が
あり、長期的にはコストが累積することになります。 

「協働プロセスの重視型」の協働では、課題の探索から実行までを多様な主体が集まり、対話
等の協働プロセスの中で他者の知見を学び合い、それらの担い手が自らの考えや取組をバージョ
ンアップしていく「学び合い（社会的学習）」が大切にされます。学び合うことを通して、多様
な主体がお互いをパートナーとして認め、そこから継続するつながりが生まれることを重視して
います。それによって、協働事業終了後も、それぞれの活動やつながりが継続し、交流や相互支
援が続くことによって、地域の課題対応力が高まっていきます。 

２つのタイプの協働の特徴をまとめたものが、表１です。 
                                                 
4  コレクティブ・インパクトとは、立場の異なる組織（行政、企業、NPO、財団、有志団体等）が、組織の壁を越えてお互いの強み

を出し合い、単独では解決できなかった社会的課題の解決を目指すアプローチ 
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表１ ２つの協働タイプの違い 

 
「事業成果の重視型」の協働 「協働プロセスの重視型」の協働 

主な進め方 ・民間団体への助成金・委託による業務実 
施 

・幅広い担い手が集い、対話等を通して、課題の探
索、解決すべき問題の明確化、解決方法の模索、状
況共有や解決策の改善等に取り組むプロセスの共有 

協働の対象 ・課題解決のサービスを提供する民間団体 ・課題解決を志す担い手、多分野の専門家、現場で暮 
らす地域住民、行政内の複数部署等 

扱う地域 
課題 

・区が精査し、設定した地域課題、または
民間団体が課題解決法を持つ課題 

・住民たちが自ら発見した身近な課題。ただし、身近 
だが、根本的な解決法が見えていない複雑な課題 

対象課題の
範囲 

・課題が明確であり、解決方法が確立でき 
ていることが前提 

・行政や既存事業が未解決の課題、まだ認識できてい 
ない課題・可能性も対象 

・社会の変化で生じる新しい複雑な問題の早期発見や
予防も視野に入れる取組 

提供資金 ・既存事業の業務実施費用の補てん ・各自の活動費を各自で負担しながら、協働プロセス 
の実施に必要な作業運営費を補てん 

実施する 
こと ・契約で定められたサービス内容の実施 ・対話を通しての課題把握、小規模な試行を通して、

継続的にサービス内容を改善しながら実施 

民間の 
協働の動機 

・資金による活動実施。または提供量の拡
大を通した地域貢献 

・地域のことを深く知り、何ができるのかを考える中 
で、自分の新しい役割を見出す機会。つながりが生
まれる楽しさ、安心感、活動の充実への基盤 

協働への 
参画の姿勢 

・これまでの考え方、進め方、相手との関 
係の持ち方を変化させずに遂行できる 

・他者とのやりとりを通して、気づきを取り入れ、考 
え方や行動を変容させるプロセスが求められる 

地域住民の
関わり方 

・自分が当事者の問題には関心を持つが、 
他の問題には関心が低い。自分にとって
便利なら利用するが参画はしない。「誰
かに整えてもらう」考えが基本にある 

・自分の関心事から参加する中で、当事者や専門家と 
の対話から視野が広がり、地域課題への関心が深ま
る。問題が複合的でつながっていることに気づき
「自分にできること」を考え、動く 

地域との 
関係性 

・サービス利用者、サービス実施に必要な 
関係者等限定的。手間暇のかかるパート
ナー構築をしなくても業務が遂行できる 

・多様な参加者が、協働プロセスの中で他者の知見を 
学び合い、パートナーとしての関係を育む 

協働の成果 ・事前に定めた協働期間に実施すべき内容 
と量の遂行 

・協働プロセスの中で生まれるつながり、課題や解決 
法に関する参加者それぞれの学び。そのつながりと
学びが長期的にもたらす地域の課題対応力 

成果の 
考え方 

・実施前の段階で何をどう解決するのか、
成果指標は何かを明確に設定できる 

・明確な課題に対する成果は短期的に出し
やすく、費用対効果もよい 

・解決方法が確立していない課題を扱うため、既存の
制度や部署では対応しづらく、事前の成果設定がし
にくい 

・試行錯誤の過程が必要となり、即効性が弱い 

費用対効果 

・費用とアウトプットで明確にできる 
・契約で決められた直接的なアウトプット
以外の評価は重視されない 

・累積的な費用がかかる 

・活動を通してできたつながりの効果なども考えると
協働期間の結果の費用対効果がわかりにくい 

・波及効果、中長期的な早期発見・予防効果までを含 
めた評価法の確立が必要 

新しい担い
手の育成 

・既に活動している団体に資金がいく構造
になり、新しい担い手を住民が助ける文
化や地域全体の底上げがしにくい 

・現状で能力の高い団体が複数存在し、市
場ができていない状況だと、提供資金あ
りきの活動に陥りがち（助成金が終わる
と続けない、続けることができない） 

・対話等のプロセスの中で、「自分がすべきこと」を
見つけ、内発的動機から、新しい担い手として手を
あげる方が出てくる。また、つながりができてくる
ことで、新しい担い手を支える環境が整い、活動の
相互支援が生まれやすい 

・活動のステップや生産的な関係づくりを促すことが
できるコーディネーター役が必要 

仕組みの 
歴史 

・1970 年代から市民参加の施策が広がる ・2000 年代から横の協働の議論が広がる 
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２つのタイプの違いを、医療に例えるなら、「事業成果の重視型」の協働は、専門医による治
療や薬で費用をかけて治療する取組で、「協働プロセスの重視型」の協働は、病気や体調不良を
きっかけに、様々な方から意見をもらい生活習慣を見直すことで、継続的な体質改善を実現して
いく取組といえます。 

「協働プロセスの重視型」の協働では、区民の力を活かして地域課題の根本に対応していける
だけでなく、新しく地域に生じる課題を早期に発見することで課題の拡大を予防できるようにな
ることも期待されます。ただし、事業期間内に「Ａを行えばＢという結果になる」という直接的
な成果が見えにくいことや、まだ全国的に新しい取り組み方であり、効果的な取組方法を模索す
る必要があることが課題といえます。 

「協働プロセスの重視型」の協働では、資源・歴史的背景・組織文化、組織観ミッションなど
が異なる各組織が、そのギャップを乗り越え、信頼構築を行っていくプロセスが重視されます。
開始時にあたっては、区と民間の間にも、区民や組織の間にも、地域課題や地域資源についての
認識や理解の度合いにも、視点・視野にも違いがあります。また、これまでの協働に関する経緯
や頻度、区と民間、地域住民と NPO などの間の信頼関係もまちまちです。そのような状況から、
協働への参加を誘発し、協働を進めていくには、膝詰めの対話、信頼の構築、プロセスへのコミ
ットメント、共通の理解、中間の成果の共有などのプロセスが必要となります。それには、変革
を促す役割（チェンジ・エージェント機能）や多様な関係者と共に進める運営制度の設計、協働
プロセスの成果の設定も求められます。そして、その協働を動かし続ける力として、協働を通し
て個人・組織の能力に加えて、地域の市民能力が高まっていく「社会的学習」を考慮に入れるこ
とが大切です。これら一連の意思決定と管理のプロセスと構造は「協働ガバナンス」と呼ばれて
います。「協働プロセスの重視型」の協働を推進することは、「協働ガバナンス」という新しい
課題解決の仕組みを地域に定着させていく取組だと言えるのです。 

 

 

図 4 「協働プロセスの重視型」の協働を動かし続ける仕組み（協働ガバナンス）5  

                                                 
5 佐藤真久・島岡未来子(2014) 協働における中間支援機能モデル構築にむけた理論的考察. 日本環境教育学会関東支部大 
会年報    ※Ansell, C., & Gash, A. (2008), Havelock, R. G., & with Zlotolow, S. (1995) に基づく 
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４ 豊かな地域人材を活かす機会の不足 
「専門家会議」の提言では、これまであまり区と関わりを持って来なかった主体に対し「文京

区のために新たな公共の担い手になってください」とお願いするのではなく、その方たちが担い
手として活躍できるフィールドを地域の中に設定することの必要性を指摘しています。さらに、
地域で活動している方や生活している方の視点から、地域課題や意見をすくい上げ、多様な主体
が関わり合いながら、地域課題の解決を図る担い手を創出していく仕組みづくりが提言されまし
た。 

これまで、地域活動の担い手として主に想定されていたのは、会社退職後や子育てが終わった
シニア世代でした。しかし、３年間の取組における参加者の年齢構成をみると 40 歳代が最も多く、
次いで 30 歳代、50 歳代が多くなっています。また 20 歳代の方の参加もありました。これは、社
会の変化を反映していると考えられます。バブル期の日本では経済が安定し、定年まで会社や仕
事があることが前提となっていました。しかし、経済環境が変化する中で、早期退職の募集等が
日常的になり、「会社だけに頼っていてはいけない」と考え、若いうちから地域に関心を持つ方
が増えてきたと考えられます。さらに、平成 23 年の東日本大震災を機に、地域における日頃から
のつながりが注目されるようになりました。 

また、平成 22年国勢調査によると、文京区は全体の 55％を単身世帯、14%を夫婦のみ世帯が占
めており、世帯平均人数は 1.86人でした。家族構成が変化する 40歳代を迎え、周囲との関係づく
りを見直す方が増えています。また、40 歳代以下の世帯では、社会貢献への関心が強い方も増え
ています。このような中で、「身近な地域でつながりたい」「自分を活かしたい」と考える 40 歳
代の方が増えていると考えられます。ただし、現状では地域活動に興味があっても、活動に参加
するまでには至っていない方が多くいます。 

「新たな公共プロジェクト」の対話の場では、「区や地域の取組に初めて参加した」「文京区
に転入してきて数年になるが地域との接点がなかった」「地域に関わる入口がわからなかった」
という声が何度も聞かれました。このことより、これまで潜在化している担い手の掘り起こしが
できていなかったことが明確になりました。 

潜在化している担い手を掘り起こすためには、区民やつながりの多様性に注目することが必要
です。これまで区民参加やつながりの大切さが指摘されてきましたが、その時に“区民”と“つなが
り”を一括りにしてしまいがちです。 

“区民”には、会社やサークル活動等で企画を担ってきた方、経理や事務が得意な方、問題発見
力がある方、デザインができる方、魅力的に情報発信ができる方等、様々な経験を持つ方が存在
しています。その個性や能力、経験知は、“区民”“高齢者”等と、ひとまとめにすると見えにくくな
ってしまいます。 

“つながり”には、同じサービス利用者同士のつながりもあれば、困り事のある方と解決する方
のつながり、リーダーとサポーターのつながり、テーマは異なるが新しいことに挑戦している方
同士のつながり、声をかけ合うつながり等、様々な“つながり”があります。 

これまでの行政は、区民参加と一括りにして、地域住民の個性やつながりの多様性を活かす試
みに、あまり取り組んできませんでした。そのような多様性は、地域社会やグループの中では認
識され活かされてきたと考えられます。行政は、活動している組織やグループと接すれば、その
中の多様性への配慮をする必要がありませんでした。例えば、防犯と緑化では担い手が異なりま
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すが、「防犯活動を町会でしてください」「緑化を町会で進めましょう」というように、“町会”
という一括りで依頼すれば、町会の中で担当者が調整されてきました。 

一方で、地域活動や地縁組織（町会、自治会）に参加していない区民が、地域に参加するきっ
かけをつくるに当たり、“区民”といった一括りでは、「自分が活躍できるフィールドがある」と
いう実感が持てず、地域活動への参加を促すことができませんでした。 

地縁組織が（町会、自治会）弱まりつつある社会となり、区は、“より具体的に区民の個性に注
目し、多様なつながりを築くことができる機会をつくっていく”必要性があります。そのためには、
区職員が、多様な区民と対話や活動の場で接し、話し合いながら顔の見える関係性を構築して、
一人ひとりの関心事を大切にした区民の“出番づくり”をしていくことが、「協働・協治」の前提
として必要とされます。 

 

５ 「協働・協治」の実現に向けた新たな公共プロジェクトの考え方 
「新たな公共プロジェクト」では、豊かな「協働・協治」の実現に向けて、「協働プロセスの

重視型」の協働の考え方に基づき、これまで地域活動に参加してこなかった方を積極的に活かし、
新しい発想による課題の発見と解決方法を生み出す仕組みづくりに取り組んできたといえます。 

それは、豊かな経験やアイデアを持つ方に、地域課題の解決の担い手となっていただくため、
“第一に、自分の関心事から地域に接点を持っていただき、地域の人との出会いや行政との協働の
機会を通して地域課題への理解を深め、周囲の方の力を借りて活動を推進し、結果的に「新たな
公共の担い手」として課題解決ができる存在になっていく”というプロセスです。 

 

コラム：子育て kitchen はどのように「新たな公共の担い手」となったのか 
 

平成 25・26 年度の支援プロジェクトである「ハッピーファミリープロジェクト（子育て kitchen）」
は、代表の方の「自分の子育て経験を活かしたい」という個人的な思いから始まりました。それが「社会
起業家育成アクションラーニング・プログラム（平成 24 年度）」等を通して、「地域の若いお母さんたち
に役立つことを始めたい」という思いに変化し、「親子で料理ができるようになる料理教室」というプラ
ンを作成し、活動が始まりました。代表の方は、現場での実践を通して、既存の子ども向け料理教室とは
異なる成果の手応えを感じていましたが、周囲から、通常の料理教室と何が違うのかわからないと指摘を
受けていました。 
そこで、「プロジェクト支援制度」では、「取組の意義の再定義」に取り組み、行政の担当者、専門

家、活動への参加者とのディスカッションを重ねました。そして、「まだ子どもにはさせられない、危険
から守ってあげなくては」と思っている状態の親子を対象に、子どもが中心となって包丁や火を使う料理
教室を行い、それを親が見守るという体験を通して、親が子どもの“できること”を信頼し、親子がパートナ
ーのような関係になっていくというプロセスを「ハッピーファミリープロジェクト」として提供しまし
た。このプログラムにより、負担感とストレスを抱えている親が、子どもに対する意識と関係性を変える
ことで、子育てによるストレスが軽減できるという活動の意義を再定義することができました。 
これは、活動を開始した頃からの代表の方の個人的な思いであり、活動を通して目指してきたことです

が、改めて地域課題の解決という公共的な視点から言葉を整えたものです。そして、この定義を整えるこ
とで、プログラムの強みが明確になり、質が高まりました。そして、利用者が増加し、全国紙に取材記事
が掲載される等、活動が広がっていきました。その結果、平成 27 年度には 700 名を超える方にプログラム
が提供されました。この期間だけでも、「プロジェクト支援制度」の支援金 40 万円の７倍以上の効果をあ
げています。「子育て kitchen」は今後も自主事業として、子育てストレスという課題を解決する事業を継
続していくため、費用対効果がますます高まっていきます。 
このように、地域課題の解決を継続的に行う事業となっていくプロセスを整えることによって、将来の

「新たな公共の担い手」を育むことが、「新たな公共プロジェクト」の基本的な考え方といえます。 
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［Ⅰ「協働・協治」の実現に向けた課題と新たな公共プロジェクト］の［１地域活動参加の土
壌の弱さ］で述べたように、区民の地域活動への参加率は低く、個人の関心事に基づき、プライ
ベートな活動をプライベートな友人と行っている方が多いのが現状です（図５ ループ①）。そ
の方たちに、地域課題の解決や「協働・協治」を呼び掛けても、参画を促すことは難しいです。
そこで必要となることは、地域側からのアプローチではなく、“個人の関心事をきっかけに地域と
の接点をつくること”です。 

個人の関心事をきっかけに対話の場に参加し、地域や社会のことを話し合います。そこから自
分と共感できる方との出会いや活動への参加を通して、地域・社会への関心が高まり、再度対話
の場等に参加することで、地域課題への理解が深まります（図５ ループ②）。 

そのような経験を経て「自分の関心事やできる事で地域活動を始めたい」と考えた方が、文京
社会起業アクション・ラーニング講座（以下「社会起業アクション・ラーニング講座」という。）
等に参加し、自分の思いを整理しながらまとめたプランを、専門家や地域の方たちに問いかけて
いくことで、共感してくれる仲間や参加者を増やします。そして、その方たちの声から、地域課
題への理解がさらに深まり、それが活動の質を高めることにつながります（図５ ループ③）。 

活動を共に行う仲間が集まり、異なる強みを持つ方のチームができれば、個人から組織として
の活動になり、“活動の継続力”が高まります。そのような活動が、「プロジェクト登録・支援」
等の行政との協働を通して、共通の視点を取り入れたメッセージを発信できるようになります。
それにより理解者を広げ活動の仲間が増えることで、“活動の継続力”がさらに高まり、視座も高
まっていく好循環が生まれます。こうして、「新たな公共の担い手」となっていきます（図５ 

ループ④）。 
 

 

図 5 「新たな公共の担い手」育成の好循環ループ図  

①    

②     

③  

   

④  
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図６では、「新たな公共プロジェクト」の「プロジェクト支援制度」の考え方を示していま
す。既に、地域課題を解決するサービスを十分に提供できる団体を支援するのではなく、将来
的に“継続的に質の高い公共サービスを提供する”ことができるような団体を対象とし、成長の
角度を高められるようにサポートするという考え方です。この考え方は、プロジェクト支援に
限らず、対話の場や講座等でも一貫して取り組んできました。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 「新たな公共プロジェクト」の支援制度の考え方 

 
 

  


	報告書表紙
	0903 合体版　新たな公共プロジェクト成果検証会議報告書＜本編＞.pdf
	はじめに
	第１章
	「協働・協治」の実現に向けた課題と新たな公共プロジェクト
	１　地域活動参加の土壌の弱さ
	２　複雑化する地域課題と協働のあり方の変化
	３　「事業成果の重視型」の協働における課題
	４　豊かな地域人材を活かす機会の不足
	５　「協働・協治」の実現に向けた新たな公共プロジェクトの考え方

	第２章
	新たな公共プロジェクトの取組
	１　ステージを設定した育成の取組による地域課題解決の方法論
	(1)　運営体制
	(2)　文京ミ・ラ・イ対話
	(3)　社会起業アクション・ラーニング講座
	(4)　プロジェクト支援制度
	(5)　NPO活動PRフェア

	２　３年間の取組の実施状況
	(1) 全体の参加者の特徴と参加動線
	(2)　文京ミ・ラ・イ・対話
	(3)　社会起業講座
	①　社会起業入門講座（導入講座）
	②　社会起業アクション・ラーニング講座
	【「社会起業アクション・ラーニング講座」のプログラム例】
	③　文京社会起業フェスタ
	【開催実績】
	(4)　プロジェクト支援制度
	①　支援実績
	【支援実績】
	【支援プロジェクト一覧及び地域課題分野】
	②　支援スキームについて
	【支援のスキーム例】
	(5)　NPO活動PRフェア
	【開催実績】
	(6)　広報、情報発信
	【情報発信実績】
	【リーチ実績】
	【メディア掲載】
	【CATV動画配信】
	【ニューズレター発行概要】
	【参考:視察受け入れ】
	【ポスター 一覧】

	３　文京ミ・ラ・イ対話
	(1) 　当初の企画趣旨
	(2)　 本事業の意義
	①　地域に参加する入口
	②　区民発の新しい課題の発見
	(3)　 課題と展望

	４　社会起業講座
	(1)　 企画趣旨
	(2) 　本事業の意義
	①　個人の関心事から地域課題へ
	②　担い手として成長するプロセス
	③　企画提案者と地域住民が共に取り組む仲間を広げる機会
	(3)　 課題と展望

	５　プロジェクト支援制度
	(1) 　企画趣旨
	(2)　本事業の意義
	①　将来、地域課題の解決の担い手となるための基盤構築
	②　地域、区との協働が促す担い手の公共的視点の醸成
	(3) 　課題と展望

	６　NPO活動PRフェア
	(1) 　企画趣旨
	(2)　 本事業の意義
	(3) 　課題と展望

	７　広報・情報発信
	(1) 　広報戦略　～顔の見える発信の大切さ
	(2) 　今後と展望


	第３章
	新たな公共プロジェクトから生まれた活動、地域・区への影響
	１　生まれたプロジェクト
	【「新たな公共プロジェクト」より生まれたプロジェクト件数】

	○多様な担い手による７２のプロジェクトが創出
	■その他のプロジェクト

	２　事例分析を通したプロジェクトの成長過程と成長に影響を与えること
	３　地域への波及効果
	(1)　 地域プロジェクトを支える人たち
	(2)　地域プロジェクトの受益者
	(3)　新たな公共プロジェクトが契機となったコミュニティの形成例

	４　区の協働推進への影響
	(1)　新たな公共プロジェクトの全庁的な取組
	①　文京区協働推進委員会の設置
	②　区民部への協働推進担当課長ポストの設置（組織改正に伴い平成28年３月末に廃止）
	③　担い手育成への参画
	④　「文京ミ・ラ・イ対話」への区職員による情報提供及び参加
	⑤　庁内職員への「協働・協治」に関する研修の実施
	(2)　 新たな公共プロジェクトの「区の組織風土変革」への影響及び今後の課題 ～職員アンケート調査結果より
	① 職員アンケート調査の結果から見る「新たな公共プロジェクト」の区組織の風土改革への影響
	②　協働推進への課題
	(3)　 協働推進に向けて
	①　職員及び担い手の協働の学習プロセスとしての新たな公共プロジェクトの役割
	②　今後の協働推進のために


	＜平成25年度支援プロジェクト＞
	地域ブランド「文人郷（ぶんじんきょう）」 構築による地域連携事業
	（NPO法人 街ing本郷）
	１．〔はじまり〕「文人」という街の性格を強めるキャラクターとして活かしたい！
	２．〔プロジェクト支援①〕まず、地元の文京区民にとっての「文人郷」の意味を明確にしよう！
	３．〔プロジェクト支援②〕関心ある地域の人たちとのつながりをつくることが大切！
	４．〔プロジェクト支援後の活動〕文人郷談議、地域交流等を継続的に実施
	５．〔多様な活動への展開》街を舞台にした活動や担い手のネットワークの広がり
	＜平成25年度支援プロジェクト＞
	ハッピーファミリープロジェクト
	（子育てkitchen）
	＜平成25年度支援プロジェクト＞
	文京映画交流クラブ
	（文京映画交流クラブ）
	＜平成26年度支援プロジェクト＞
	地域版フューチャーセンター＆心地よく暮らし、はたらく　Loco-working拠点「文京版cococi」立ち上げプロジェクト(cococi2000）
	(ブンキョー庶務部　非営利型株式会社Polaris)
	<平成27年度支援プロジェクト>
	ぶんきょういんぐれす
	（ぶんきょう・いんぐれす）
	＜平成27年度支援プロジェクト＞
	「ようこそサカミチin文京2023」
	（減災連携ステークホルダー・ミーティング
	のモデル化とサカミチ観光開発事業）
	（本郷いきぬき工房）
	＜平成27年度支援プロジェクト＞
	まちのキャッチフレーズ、創って使い倒して
	ずっとつながるプロジェクト
	（文京かるた隊）
	＜平成25年度登録プロジェクト＞
	地域密着型介護・保育プロジェクト
	（株式会社ツリー・アンド・ツリー）
	＜平成25年度登録プロジェクト＞
	武道（スポーツ）によるコミュニティ作り
	（夜9時までの子育て支援）
	（TEAM　空）
	＜平成25年度社会起業アクション・
	ラーニング講座修了生プロジェクト＞
	文京社会験学コンテスト
	（高校生向け起業体験プログラム「まじプロ」）
	（NPO法人Curiosity）
	＜平成25年度社会起業アクション・
	ラーニング講座修了生の参画プロジェクト＞
	まちの暮らしを喜び・楽しむ「まちのLDK」＠小石川
	（さきちゃんち）
	第４章
	成果検証のまとめ
	１　成果検証の視点について
	２　３年間の取組の成果と課題
	＜プロジェクト全体＞　協働プロセスの重視型の協働モデル構築に向けて
	＜ステージ１＞　区民の関心から地域への参加を促す仕組みづくり
	＜ステージ２＞ 　地域から生まれた活動の継続力を高める仕組みづくり
	＜ステージ３＞　継続的に質の高い公共サービスを提供できる担い手づくり

	３　「協働・協治」の実現に向けて取り組むべき方向性
	あとがき（成果検証会議のメンバーより）
	付属資料


	報告書裏



